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ま で と し 、 AJ を AK と し 、 そ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

(
1
0
0
)

イ プ ラ グ リ フ ロ ジ ン Ｌ e プ ロ リ ン

第 八 号 中 AI を AJ と し 、 C̆ か ら AH ま で を D̆ か ら AI ま で と し 、 L̆ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

C̆ ア フ ァ チ ニ ブ

d 当該投資事業有限責任組合の無限責任組合員が次のいずれにも該当しないこと。
ü 成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われている者
@ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者又は外国の法令上これと同様に取り扱われて
いる者

A 禁錮以上の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、その執行を終わ
り、又は執行を受けることがなくなった日から五年を経過しない者

B 法の規定に違反し、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがな
くなった日から五年を経過しない者

C 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第六
号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から五年を
経過しない者（以下「暴力団員等」という。）

D 認定特定新事業開拓投資事業組合が法第十八条第二項又は第三項の規定により認定を取り
消された時において当該認定特定新事業開拓投資事業組合の無限責任組合員であった者で
あって、その取消しの日から五年を経過しないもの

E 法人であって、その役員のうちにüからDまでのいずれかに該当する者があるもの
F 暴力団員等がその事業活動を支配する者

e 当該投資事業有限責任組合の有限責任組合員が次のいずれにも該当しないこと。
ü 暴力団員等
@ 法人であって、その役員のうちにüに該当する者があるもの
A 暴力団員等がその事業活動を支配する者
B 当該投資事業有限責任組合の無限責任組合員が個人である場合にあっては、当該個人と法
人税法施行令（昭和四十年政令第九十七号）第四条第一項に規定する特殊の関係のある個人

C 当該投資事業有限責任組合の無限責任組合員が法人である場合にあっては、当該法人の株
主等（株主又は合名会社、合資会社若しくは合同会社の社員その他法人の出資者をいい、そ
の法人が自己の株式又は出資を有する場合のその法人を除く。以下同じ。）のグループ（その
法人の一の株主等及び当該株主等と法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第十号に
規定する特殊の関係のある個人及び法人をいう。）が、当該法人の発行済株式又は出資（その
法人が有する自己の株式又は出資を除く。）の総数又は総額の二分の一を超える数又は金額の
株式又は出資を有する場合の当該株主等のグループに属する者

〇 厚 生 労 働 省 告 示 第 十 一 号

独 立 行 政 法 人 医 薬 品 医 療 機 器 総 合 機 構 法 （ 平 成 十 四 年 法 律 第 百 九 十 二 号 ） 第 四 条 第 五 項 第 一 号 の 規

定 に 基 づ き 、 医 薬 品 副 作 用 被 害 救 済 制 度 の 対 象 と な ら な い 医 薬 品 （ 平 成 十 六 年 厚 生 労 働 省 告 示 第 百 八

十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

平 成 二 十 六 年 一 月 十 七 日 厚 生 労 働 大 臣 田 村 憲 久

第 百 三 十 八 号 を 第 百 四 十 号 と し 、 第 百 一 号 か ら 第 百 三 十 七 号 ま で を 二 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 百 号 を 第

百 一 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

百 二 ブ レ ン ツ キ シ マ ブ ベ ド チ ン 及 び そ の 製 剤

第 九 十 九 号 を 第 百 号 と し 、 第 四 十 号 か ら 第 九 十 八 号 ま で を 一 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 三 十 九 号 の 次 に 次

の 一 号 を 加 え る 。

四 十 （ 二 Ｅ ） e Ｎ e ﹇ 四 e （ 三 e ク ロ ロ e 四 e フ ル オ ロ ア ニ リ ノ ） e 七 e ｛ ﹇ （ 三 Ｓ ） e オ キ ソ ラ ン e

三 e イ ル ﹈ オ キ シ ｝ キ ナ ゾ リ ン e 六 e イ ル ﹈ e 四 e （ ジ メ チ ル ア ミ ノ ） ブ タ e 二 e エ ナ ミ ド （ 別 名

ア フ ア チ ニ ブ ） 、 そ の 塩 類 及 び そ れ ら の 製 剤

〇 経 済 産 業 省 告 示 第 六 号

産 業 競 争 力 強 化 法 （ 平 成 二 十 五 年 法 律 第 九 十 八 号 。 以 下 「 法 」 と い う 。 ） 第 十 六 条 第 一 項 の 規 定 に 基

づ き 、 特 定 新 事 業 開 拓 投 資 事 業 の 実 施 に 関 す る 指 針 を 次 の よ う に 定 め た の で 、 同 条 第 五 項 の 規 定 に 基

づ き 公 表 す る 。

平 成 二 十 六 年 一 月 十 七 日 経 済 産 業 大 臣 茂 木 敏 充

特定新事業開拓投資事業の実施に関する指針
一 特定新事業開拓投資事業の実施方法に関する事項その他特定新事業開拓投資事業に関する重要事
項
イ 経済産業大臣が法第十七条第三項の規定により認定を行うに当たっては、特定新事業開拓投資
事業計画に係る特定新事業開拓投資事業が事業規模の拡大を図る新事業開拓事業者の新たな事業
の成長発展を図るものであって、当該計画の申請を行った投資事業有限責任組合が次のいずれに
も該当することを認定の要件とする。
\ 当該投資事業有限責任組合の無限責任組合員が、当該特定新事業開拓投資事業の実施に関し
必要な能力及び実績を有する者であること。

] 当該投資事業有限責任組合が、特定新事業開拓投資事業及びこれに附帯する事業のみを行う
ものであること。

^ 当該投資事業有限責任組合が、当該認定を受ける前にいずれの会社が発行する株式も取得し
ていないこと。

_ 当該投資事業有限責任組合が、特定新事業開拓投資事業計画の実施期間の終了に伴い解散す
ることとしていること。

` 当該投資事業有限責任組合の無限責任組合員が法人である場合にあっては、当該投資事業有
限責任組合に係る投資事業有限責任組合契約の契約書に、投資担当者（当該法人の役員又は使
用人であって、当該投資事業有限責任組合の投資事業を主として行う者をいう。）の氏名及び当
該投資担当者の変更に係る適切な手続を記載していること。

a 当該投資事業有限責任組合の無限責任組合員の有する出資口数が、当該投資事業有限責任組
合の出資口数の総数の一％以上であること。

b 当該投資事業有限責任組合の内部収益率の目標が十五％以上であること。
c 当該投資事業有限責任組合の組合員が当該投資事業有限責任組合に対し出資している金額及
び当該投資事業有限責任組合に対し出資することを約している金額の総額がおおむね二十億円
以上であること。

〇
厚 生 労 働 省

農 林 水 産 省

経 済 産 業 省
告 示 第 一 号

産 業 競 争 力 強 化 法 （ 平 成 二 十 五 年 法 律 第 九 十 八 号 ） の 施 行 に 伴 い 、 小 売 業 の 活 力 の 再 生 に 向 け た 基

本 指 針 を 廃 止 す る 告 示 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 六 年 一 月 十 七 日 厚 生 労 働 大 臣 田 村 憲 久

農 林 水 産 大 臣 臨 時 代 理

国 務 大 臣 太 田 昭 宏

経 済 産 業 大 臣 茂 木 敏 充

小 売 業 の 活 力 の 再 生 に 向 け た 基 本 指 針 を 廃 止 す る 告 示

小 売 業 の 活 力 の 再 生 に 向 け た 基 本 指 針 （ 平 成 十 九 年
厚 生 労 働 省

農 林 水 産 省

経 済 産 業 省
告 示 第 一 号 ） は 、 廃 止 す る 。

附 則

こ の 告 示 は 、 産 業 競 争 力 強 化 法 の 施 行 の 日 （ 平 成 二 十 六 年 一 月 二 十 日 ） か ら 施 行 す る 。
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